
宮 崎 県 公 報

宮崎県告示第 781号

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第

57号）第３条第１項の規定により、次の区域を急傾斜地崩壊危険区

域に指定する。

平成２０年10月16日

宮崎県知事 東国原 英 夫

鬼付女地区

１ 区域の表示

次に掲げる土地に存する標柱１号から15号までを順次結んだ線

及び標柱１号と15号を結んだ線により囲まれた土地の区域

２ 標柱の表示

土地改良法（昭和24年法律第 195号）第18条第16項の規定により、

田代土地改良区（えびの市）の役員の就任及び退任について次のと

おり届出があった。

平成２０年10月16日

平成 20年 10月 16日（木曜日） 第 2025号

頁

告 示

○宮崎県物産販売あつ旋規程を廃止する告示……（商業支援課）１

○急傾斜地崩壊危険区域の指定…………………………（砂防課）１

○宮崎県証紙売りさばき人の変更の届出………………（会計課）１

公 告

○土地改良区の役員の就退任の届出（12件）……（農村整備課）１

○土地改良区の役員の退任の届出…………………（ 〃 ）７

○落札者等の公告（７件）……………………………………………７

監査委員公告

○監査結果に基づき講じた措置の公表………………………………８

選挙管理委員会告示

○個人演説会、政党演説会又は政党等演説会に使

用できる施設として市町村選挙管理委員会が指

定した施設の一部改正………………………………………………12

収用委員会告示

○宮崎県収用委員会告示の形式の左横書きの実施

に関する告示…………………………………………………………13

宮 崎 県 公 報
平成20年10月16日（木曜日） 第 2025号

発 行 定 日 毎週月・木曜日

購読料（送料共）１年 36,000円

害 1害

発 行 宮 崎 県

印 刷 宮崎市旭１丁目６番25号

小 柳 印 刷 株 式 会 社

目 次

告告 示示

宮 崎 県 物 産 販 売 あ つ 旋 規 程 を 廃 止 す る 告 示 を こ こ に 公 表 す る 。

平 成 二 十 年 十 月 十 六 日

宮 崎 県 知 事 東 国 原 英 夫

宮 崎 県 告 示 第 七 百 八 十 号

宮 崎 県 物 産 販 売 あ つ 旋 規 程 を 廃 止 す る 告 示

宮 崎 県 物 産 販 売 あ つ 旋 規 程 （ 昭 和 三 十 三 年 宮 崎 県 告 示 第 三 百 八 十

六 号 ） は 、 廃 止 す る 。

附 則

こ の 告 示 は 、 公 表 の 日 か ら 施 行 す る 。

標 柱 の 存 す る 土 地標柱番号

児湯郡新富町大字上富田字鬼付女8869−２1

〃 〃 〃 〃 8869−１2

〃 〃 〃 〃 8825−１3

〃 〃 〃 〃 〃4

〃 〃 〃 〃 88275

〃 〃 〃 〃 8830−１6

〃 〃 〃 〃 8832−37

〃 〃 〃 〃 8697−１地先道路

敷
8

〃 〃 〃 〃 86989

〃 〃 〃 〃 8699−１地先道路
敷

10

〃 〃 〃 〃 8626−２地先道路
敷

11

〃 〃 〃 〃 8870−５地先道路
敷

12

〃 〃 〃 〃 〃13

〃 〃 〃 〃 8870−３地先道路
敷

14

〃 〃 〃 〃 8787−２15

宮 崎 県 告 示 第 七 百 八 十 二 号

宮 崎 県 収 入 証 紙 条 例 施 行 規 則 （ 昭 和 三 十 九 年 宮 崎 県 規 則 第 十 一 号 ）

第 十 一 条 第 五 項 の 規 定 に よ り 、 収 入 証 紙 売 り さ ば き 人 か ら 次 の と お

り 変 更 の 届 出 が あ っ た 。

平 成 二 十 年 十 月 十 六 日

宮 崎 県 知 事 東 国 原 英 夫

変 更 前

売 り さ ば き

を す る 場 所

宮 崎 市 花 ヶ

島 町 大 原 二

三 五 三 番 地

宮 崎 中 央

農 業 協 同 組

合 宮 崎 支

店 内

売 り さ ば き

人 の 名 称

宮 崎 中 央 農

業 協 同 組 合

変 更 後

売 り さ ば き

を す る 場 所

宮 崎 市 北 権

現 町 一 八 六

番 地 一 宮

崎 中 央 農 業

協 同 組 合

宮 崎 支 店 内

売 り さ ば き

人 の 名 称

宮 崎 中 央 農

業 協 同 組 合

変 更

年 月 日

平 成 二 十

年 十 月 六

日

公公 告告



宮 崎 県 公 報平成 20年 10月 16日（木曜日） 第 2025号

害 2害

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 就任した役員

（任期：平成22年４月15日まで）

２ 退任した役員

土地改良法（昭和24年法律第 195号）第18条第16項の規定により、

長江浦土地改良区（えびの市）の役員の就任及び退任について次の

とおり届出があった。

平成２０年10月16日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 就任した役員

（任期：平成22年５月７日まで）

２ 退任した役員

土地改良法（昭和24年法律第 195号）第18条第16項の規定により、

北部土地改良区（えびの市）の役員の就任及び退任について次のと

おり届出があった。

平成２０年10月16日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 就任した役員

住 所氏 名役名

えびの市大字末永2410番地永 田 敬一郎理 事

えびの市大字末永2303番地黒 江 洋 一理 事

えびの市大字末永2813番地南 小夜子理 事

えびの市大字末永2455番地２永 田 清 秀理 事

えびの市大字末永2740番地４前 原 幸太郎理 事

えびの市大字末永2476番地６新 竹 美喜雄理 事

えびの市大字末永2202番地１川 崎 健 一理 事

えびの市大字末永2220番地２黒 江 民 教監 事

えびの市大字末永2720番地前 原 良 一監 事

えびの市大字末永2493番地田 中 耕 成監 事

住 所氏 名役名

えびの市大字末永2316番地ロ宮 原 時 政理 事

えびの市大字末永2554番地１加 藤 正 治理 事

えびの市大字末永2813番地南 小夜子理 事

えびの市大字末永2455番地２永 田 清 秀理 事

えびの市大字末永2767番地辻 五 男理 事

えびの市大字末永2414番地貴 嶋 辰 雄理 事

えびの市大字末永2202番地１川 崎 良 信理 事

えびの市大字末永2297番地指 宿 敏 男監 事

えびの市大字末永2826番地橋 口 一 則監 事

えびの市大字末永2493番地２向 井 勝 之監 事

住 所氏 名役名

えびの市大字西長江浦1554番地栗 下 政 雄理 事

えびの市大字西長江浦2002番地平 廣 行理 事

えびの市大字西長江浦 493番地10千 田 利 栄理 事

えびの市大字西長江浦 419番地永 田 利 広理 事

えびの市大字東長江浦1522番地岩 下 昭 利理 事

えびの市大字東長江浦 971番地畠 田 俊 三理 事

えびの市大字東長江浦 377番地井 園 甚 市理 事

えびの市大字小田 153番地１中 尾 數 夫監 事

えびの市大字西長江浦1560番地柊 山 義 臣監 事

住 所氏 名役名

えびの市大字西長江浦1554番地栗 下 政 雄理 事

えびの市大字西長江浦 635番地１木佐貫 浩 二理 事

えびの市大字西長江浦 430番地豊 永 喜久男理 事

えびの市大字西長江浦2002番地平 廣 行理 事

えびの市大字東長江浦1908番地木 下 俊 一理 事

えびの市大字東長江浦 410番地堀 迫 四 男理 事

えびの市大字東長江浦82番地４満 留 五 男理 事

えびの市大字小田 153番地１中 尾 數 夫監 事

えびの市大字東長江浦 199番地上 田 重 稔監 事
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（任期：平成22年５月８日まで）

２ 退任した役員

土地改良法（昭和24年法律第 195号）第18条第16項の規定により、

白鳥土地改良区（えびの市）の役員の就任及び退任について次のと

おり届出があった。

平成２０年10月16日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 就任した役員

（任期：平成22年５月27日まで）

２ 退任した役員

土地改良法（昭和24年法律第 195号）第18条第16項の規定により、

下方土地改良区（えびの市）の役員の就任及び退任について次のと

おり届出があった。

平成２０年10月16日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 就任した役員

住 所氏 名役名

えびの市大字榎田99番地１常 森 賢 二理 事

えびの市大字東川北1405番地山 下 広 志理 事

えびの市大字西川北 568番地３岩 屋 松 郎理 事

えびの市大字東川北1227番地竹 下 善 和理 事

えびの市大字榎田 560番地イ二 宮 利 榮理 事

えびの市大字東川北1234番地２重 留 和 秀監 事

えびの市大字榎田15番地84亀 園 政 徳監 事

住 所氏 名役名

えびの市大字榎田99番地１常 森 賢 二理 事

えびの市大字湯田 685番地門 松 史 剛理 事

えびの市大字西川北 568番地３岩 屋 松 郎理 事

えびの市大字東川北1227番地竹 下 善 和理 事

えびの市大字榎田 532番地小 原 壽理 事

えびの市大字東川北 860番地丸 尾 義 勝監 事

えびの市大字榎田15番地84亀 園 政 徳監 事

住 所氏 名役名

えびの市大字末永1180番地２川 口 三 雄理 事

えびの市大字末永1235番地２山 口 育 雄理 事

えびの市大字末永1104番地絵 柳 博 憲理 事

えびの市大字末永1090番地８島 木 靜 雄理 事

住 所氏 名役名

えびの市大字末永1180番地２川 口 三 雄理 事

えびの市大字末永1235番地２山 口 育 雄理 事

えびの市大字末永1104番地絵 柳 博 憲理 事

えびの市大字末永1090番地８島 木 靜 雄理 事

えびの市大字末永1008番地４岩 元 林 平理 事

えびの市大字末永1416番地四 元 実 昭監 事

えびの市大字末永1191番地奥 松 良志久監 事

住 所氏 名役名

えびの市大字大明司1171番地１東 脇 正理 事

えびの市大字榎田 557番地横 手 貞 夫理 事

えびの市大字前田1068番地イ北馬越 龍 馬理 事

えびの市大字前田1197番地西 脇 信 一理 事

えびの市大字坂元62番地西 元 政 勇理 事

えびの市大字前田 824番地浜 川 幸 敏理 事

えびの市大字大明司 131番地西 壽 生理 事

えびの市大字前田 962番地馬越脇 泰 二理 事

えびの市大字大明司 442番地２堀 添 安 正理 事

えびの市大字大明司1428番地田久見 利 秋理 事

えびの市大字末永1008番地４岩 元 林 平理 事

えびの市大字末永1416番地四 元 実 昭監 事

えびの市大字末永1191番地奥 松 良志久監 事
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（任期：平成23年７月20日まで）

２ 退任した役員

土地改良法（昭和24年法律第 195号）第18条第16項の規定により、

昌明寺土地改良区（えびの市）の役員の就任及び退任について次の

とおり届出があった。

平成２０年10月16日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 就任した役員

（任期：平成24年４月23日まで）

２ 退任した役員

土地改良法（昭和24年法律第 195号）第18条第16項の規定により、

中央土地改良区（えびの市）の役員の就任及び退任について次のと

おり届出があった。

平成２０年10月16日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 就任した役員

住 所氏 名役名

えびの市大字大明司1171番地１東 脇 正理 事

えびの市大字榎田 557番地横 手 貞 夫理 事

えびの市大字前田1097番地上水流 哲 郎理 事

えびの市大字前田1197番地西 脇 信 一理 事

えびの市大字坂元 624番地大正水流 義則理 事

えびの市大字前田 755番地11下 脇 末 則理 事

えびの市大字大明司50番地２瀬 口 昭 利理 事

えびの市大字大明司27番地２袴 田 三 男理 事

えびの市大字大明司 438番地２芝 原 良 人理 事

えびの市大字大明司1457番地１山 下 順一郎理 事

えびの市大字大明司1257番地橋 口 親 光理 事

えびの市大字大明司 888番地外 園 秀 雄監 事

えびの市大字坂元 200番地大 村 豊監 事

住 所氏 名役名

えびの市大字昌明寺 365番地湯 川 幹 二理 事

えびの市大字昌明寺 155番地宮 園 良 春理 事

えびの市大字昌明寺 613番地７大 辻 敬一郎理 事

住 所氏 名役名

えびの市大字昌明寺 365番地湯 川 幹 二理 事

えびの市大字昌明寺 155番地宮 園 良 春理 事

えびの市大字水流 674番地３久木野 進理 事

えびの市大字昌明寺 613番地７大 辻 敬一郎理 事

えびの市大字昌明寺 318番地松 下 信 晴理 事

えびの市大字昌明寺 381番地７木 村 政 一監 事

えびの市大字昌明寺 317番地松 下 正 民監 事

住 所氏 名役名

えびの市大字灰塚 302番地中 薗 利 郎理 事

えびの市大字西郷1159番地宮 下 利 治理 事

えびの市大字永山 375番地赤 蒼 兼 宏理 事

えびの市大字灰塚 553番地原 田 光 春理 事

えびの市大字東長江浦 360番地山 下 正 成理 事

えびの市大字栗下 892番地大 門 一 三理 事

えびの市大字灰塚 705番地中 城 郁 夫理 事

えびの市大字西長江浦1545番地尾野江 秋 三理 事

えびの市大字湯田15番地湯田園 安 視監 事

えびの市大字大明司 408番地８森 留 一 政理 事

えびの市大字大明司 888番地外 園 秀 雄監 事

えびの市大字前田 965番地竹 添 忠 幸監 事

えびの市大字昌明寺 318番地松 下 信 晴理 事

えびの市大字水流 651番地７町 田 一 潔理 事

えびの市大字昌明寺 381番地７木 村 政 一監 事

えびの市大字昌明寺 317番地松 下 正 民監 事
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（任期：平成24年７月26日まで）

２ 退任した役員

土地改良法（昭和24年法律第 195号）第18条第16項の規定により、

昭和土地改良区（えびの市）の役員の就任及び退任について次のと

おり届出があった。

平成２０年10月16日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 就任した役員

（任期：平成24年８月21日まで）

２ 退任した役員

土地改良法（昭和24年法律第 195号）第18条第16項の規定により、

南俣土地改良区（高原町）の役員の就任及び退任について次のとお

り届出があった。

平成２０年10月16日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 就任した役員

住 所氏 名役名

えびの市大字灰塚 314番地春 野 星 一理 事

えびの市大字灰塚 553番地原 田 光 春理 事

えびの市大字西郷1122番地常 増 和 哉理 事

えびの市大字永山 380番地江 平 順 一理 事

えびの市大字東長江浦 360番地山 下 正 成理 事

えびの市大字栗下４番地３山 下 和 則理 事

えびの市大字永山92番地内 田 俊 道理 事

えびの市大字西長江浦1545番地尾野江 秋 三理 事

えびの市大字灰塚 734番地鶴 田 嘉 男監 事

えびの市大字永山 375番地赤 蒼 兼 宏監 事

えびの市大字西郷 875番地玉 利 畩 吉監 事

住 所氏 名役名

えびの市大字栗下80番地１山 口 長 徳理 事

えびの市大字小田 427番地田 村 和 雄理 事

えびの市大字小田1104番地山 下 一 男理 事

えびの市大字小田 672番地丸 尾 高 水理 事

えびの市大字末永 375番地谷 口 信 男理 事

えびの市大字池島 583番地星 指 順 一理 事

えびの市大字栗下 421番地２有 村 静 夫理 事

えびの市大字栗下37番地３今 藤 堅一郎理 事

えびの市大字栗下1586番地塩 川 国 興監 事

えびの市大字小田 674番地２加世田 純 徳監 事

えびの市大字栗下 687番地１藏 本 幸 一監 事

えびの市大字末永 333番地井川原 修監 事

住 所氏 名役名

えびの市大字栗下80番地１山 口 長 徳理 事

えびの市大字小田 427番地田 村 和 雄理 事

えびの市大字小田1104番地山 下 一 男理 事

えびの市大字小田 671番地５上 堀 武 義理 事

えびの市大字末永 375番地谷 口 信 男理 事

えびの市大字池島 522番地井手平 清理 事

えびの市大字栗下 876番地上谷川 則 男理 事

えびの市大字栗下 903番地米 原 敏 美理 事

えびの市大字栗下1586番地塩 川 国 興監 事

えびの市大字小田 674番地２加世田 純 徳監 事

えびの市大字池島 583番地星 指 順 一監 事

えびの市大字栗下 238番地赤 川 幸 三監 事

えびの市大字永山 377番地４西 田 和 政監 事

えびの市大字小田 929番地坂 元 幸 保監 事

住 所氏 名役名

高原町大字広原4515番地鹿 嶋 武 男理 事 長

高原町大字広原2018番地井ノ上 善 信副理事長
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（任期：平成23年３月31日まで）

２ 退任した役員

土地改良法（昭和24年法律第 195号）第18条第16項の規定により、

狭野土地改良区（高原町）の役員の就任及び退任について次のとお

り届出があった。

平成２０年10月16日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 就任した役員

（任期：平成24年３月31日まで）

２ 退任した役員

土地改良法（昭和24年法律第 195号）第18条第16項の規定により、

中内竪土地改良区（えびの市）の役員の就任及び退任について次の

とおり届出があった。

平成２０年10月16日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 就任した役員

住 所氏 名役名

小林市大字堤3551番地能 勢 三 男理 事 長

高原町大字広原2022番地江 田 支 征副理事長

高原町大字広原1525番地３前 原 重 利会計理事

高原町大字広原1498番地３酒 匂 栄 作理 事

高原町大字広原1114番地３有 水 一 行理 事

高原町大字広原3348番地盛 永 郁 生理 事

高原町大字広原3345番地鷹 巣 重 雄理 事

高原町大字広原1428番地温 谷 一 梅理 事

高原町大字広原2258番地斉 藤 森 雄監 事

高原町大字広原3308番地末 永 俊 彦監 事

住 所氏 名役名

高原町大字蒲牟田14番地反 田 吉 巳理 事 長

住 所氏 名役名

高原町大字蒲牟田14番地反 田 吉 巳理 事 長

高原町大字蒲牟田5389番地安 田 時 弘副理事長

高原町大字蒲牟田276番地増 田 義 一副理事長

高原町大字蒲牟田4366番地２外 村 善 昭会計理事

高原町大字蒲牟田5627番地１新 地 和 廣理 事

高原町大字蒲牟田5712番地55新 地 良 昭理 事

高原町大字蒲牟田4005番地増 田 弘 幸理 事

高原町大字蒲牟田7418番地山 田 敏 明理 事

高原町大字蒲牟田5596番地１中 村 重 徳監 事

高原町大字蒲牟田4973番地宇 都 博 典監 事

高原町大字広原1434番地５泊 圭一郎会計理事

高原町大字広原 879番地西 清 則理 事

小林市大字堤2504番地福 留 昭 弘理 事

高原町大字広原 930番地３八 木 勇 雄理 事

高原町大字広原2063番地有 馬 耕 造理 事

高原町大字広原4956番地１山 本 昭 平理 事

高原町大字広原1528番地今 西 長 満監 事

高原町大字広原3426番地１吉 田 紀 雄監 事

高原町大字蒲牟田5389番地安 田 時 弘副理事長

高原町大字蒲牟田4005番地増 田 弘 幸副理事長

高原町大字蒲牟田 398番地２井 上 和 徳会計理事

高原町大字蒲牟田3872番地下 村 栄理 事

高原町大字蒲牟田5627番地１新 地 和 廣理 事

高原町大字蒲牟田5274番地牧 貞 幸理 事

高原町大字蒲牟田4366番地２外 村 善 昭理 事

高原町大字蒲牟田4456番地寺 前 俊 一理 事

高原町大字蒲牟田 276番地増 田 義 一監 事

高原町大字蒲牟田4973番地宇 都 博 典監 事

高原町大字蒲牟田5787番地倉 住 宣 實監 事



宮 崎 県 公 報 平成 20年 10月 16日（木曜日） 第 2025号

害 7害

（任期：平成21年３月31日まで）

２ 退任した役員

土地改良法（昭和24年法律第 195号）第18条第16項の規定により、

堂本土地改良区（えびの市）の役員の就任及び退任について次のと

おり届出があった。

平成２０年10月16日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 就任した役員

（任期：平成22年４月10日まで）

２ 退任した役員

土地改良法（昭和24年法律第 195号）第18条第16項の規定により、

牟田原土地改良区（小林市）の役員の退任について次のとおり届出

があった。

平成２０年10月16日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 退任した役員

落札者等の公告

一般競争入札により落札者を決定したので、次のとおり公示する。

平成20年10月16日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 落札に係る物品等の名称及び数量

普通科高校教育用コンピュータ賃貸借 一式

２ 契約に関する事務を担当する部局等の名称及び所在地

宮崎県教育庁財務福利課管理担当 宮崎市橘通東２丁目10番１

号

３ 落札者を決定した日

平成20年８月６日

４ 落札者の氏名及び住所

茨 富士電機ＩＴソリューション株式会社鹿児島支店宮崎営業所

宮崎県宮崎市高千穂通１丁目６番38号

芋 三菱ＵＦＪリース株式会社九州支店 福岡県福岡市中央区天

神１丁目12番７号

５ 落札金額

58,590,000円

６ 一般競争入札の公告を行った日

平成20年６月26日

落札者等の公告

随意契約の相手方を決定したので、次のとおり公示する。

平成20年10月16日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 随意契約に係る調達件名の名称及び数量

汎用電子計算機一式の賃貸借

２ 契約に関する事務を担当する部局等の名称及び所在地

宮崎県警察本部警務部会計課用度係 宮崎市旭１丁目８番28号

３ 随意契約の相手方を決定した日

平成20年８月19日

４ 随意契約の相手方の氏名及び住所

日本電子計算機株式会社

東京都千代田区丸の内３丁目４番１号

５ 随意契約に係る契約金額

403,200,000円

６ 随意契約によった理由

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第 167条の２第１項

第８号に該当

落札者等の公告

一般競争入札により落札者を決定したので、次のとおり公示する。

平成20年10月16日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 落札に係る調達件名の名称及び数量

ＩＣカード運転免許証チェックコード生成装置一式の賃貸借

２ 契約に関する事務を担当する部局等の名称及び所在地

宮崎県警察本部警務部会計課用度係 宮崎市旭１丁目８番28号

３ 落札者を決定した日

平成20年９月２日

４ 落札者の氏名及び住所

ＮＥＣリース株式会社南九州支店

鹿児島市中町11番11号

５ 落札金額

32,322,780円

６ 一般競争入札の公告を行った日

平成20年７月24日

落札者等の公告

一般競争入札により落札者を決定したので、次のとおり公示する。

平成20年10月16日

宮崎県知事 東国原 英 夫

住 所氏 名役名

えびの市大字岡松 337番地ロ山 口 政 雄理 事

住 所氏 名役名

えびの市大字岡松1398番地尾 園 正 治理 事

住 所氏 名役名

鹿児島県姶良郡湧水町鶴丸 488番

地ロ

前 田 寛 務理 事

住 所氏 名役名

鹿児島県姶良郡湧水町鶴丸 622番

地１

若 松 孝 男理 事

住 所氏 名役名

小林市大字北西方1461番地16牟 田 好 春理 事
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１ 落札に係る調達件名の名称及び数量

ＩＣカード運転免許証追記装置14式の賃貸借

２ 契約に関する事務を担当する部局等の名称及び所在地

宮崎県警察本部警務部会計課用度係 宮崎市旭１丁目８番28号

３ 落札者を決定した日

平成20年９月２日

４ 落札者の氏名及び住所

ＮＥＣリース株式会社南九州支店

鹿児島市中町11番11号

５ 落札金額

48,087,900円

６ 一般競争入札の公告を行った日

平成20年７月24日

落札者等の公告

一般競争入札により落札者を決定したので、次のとおり公示する。

平成20年10月16日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 落札に係る調達件名の名称及び数量

ＩＣカード運転免許証更新自動受付機８式の賃貸借

２ 契約に関する事務を担当する部局等の名称及び所在地

宮崎県警察本部警務部会計課用度係 宮崎市旭１丁目８番28号

３ 落札者を決定した日

平成20年９月10日

４ 落札者の氏名及び住所

ＮＥＣリース株式会社南九州支店

鹿児島市中町11番11号

５ 落札金額

53,033,400円

６ 一般競争入札の公告を行った日

平成20年７月31日

落札者等の公告

一般競争入札により落札者を決定したので、次のとおり公示する。

平成20年10月16日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 落札に係る調達件名の名称及び数量

ＩＣカード運転免許証作成システム一式の賃貸借及びＩＣカー

ド運転免許証台紙等消耗品（予定数量 960,000枚）

２ 契約に関する事務を担当する部局等の名称及び所在地

宮崎県警察本部警務部会計課用度係 宮崎市旭１丁目８番28号

３ 落札者を決定した日

平成20年９月10日

４ 落札者の氏名及び住所

株式会社東芝九州支社

福岡市中央区長浜２丁目４番１号

５ 落札金額

賃貸借料63円及び消耗品単価 658円（予定数量 960,000枚）

６ 一般競争入札の公告を行った日

平成20年７月31日

落札者等の公告

一般競争入札により落札者を決定したので、次のとおり公示する。

平成20年10月16日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 落札に係る調達件名の名称及び数量

運転免許台帳ファイリングシステム一式の賃貸借

２ 契約に関する事務を担当する部局等の名称及び所在地

宮崎県警察本部警務部会計課用度係 宮崎市旭１丁目８番28号

３ 落札者を決定した日

平成20年９月17日

４ 落札者の氏名及び住所

ＮＥＣリース株式会社南九州支店

鹿児島市中町11番11号

５ 落札金額

48,825,000円

６ 一般競争入札の公告を行った日

平成20年８月７日

平成20年４月10日付けで公表した監査の結果に対して、宮崎県知

事等から措置を講じた旨の通知があったので、地方自治法（昭和22

年法律第67号）第 199条第12項の規定により、次のとおり公表する。

平成20年10月16日

宮崎県監査委員 城 倉 恒 雄

宮崎県監査委員 石 井 浩 二

宮崎県監査委員 熱 砂 守

宮崎県監査委員 長 友 安 弘

１ 学校法人昭和学園（補助団体）

茨 監査の結果

補助対象事業で購入した備品類について、経理規程に定める

固定資産台帳及び備品台帳への登記が不十分であった。善処を

要する。（注意事項）

芋 講じた措置

学校法人昭和学園に対し速やかに台帳整備を行うよう指導す

るとともに、整備後の台帳について適正に整備されていること

を確認した。

２ 社会福祉法人宮崎県社会福祉事業団（補助団体）

茨 監査の結果

宮崎県社会福祉事業団自立化交付金について、収支予算書の

変更に伴う変更交付申請手続きを行っていなかった。留意を要

する。（注意事項）

芋 講じた措置

宮崎県社会福祉事業団に対して指導を行い、平成19年度中に

収支予算書の変更に伴う変更交付申請書を提出させた。今後は、

交付金事業の適正な執行に努める。

３ 社会福祉法人三ツ葉会（補助団体）

茨 監査の結果

軽費老人ホーム事務費補助金について、入所者から徴収する

事務費徴収額に誤っているものがあった。事務費徴収額の算定

に当たっては、十分な精査、チェックを行うこと。（要望事項）

芋 講じた措置

事務費実徴収額の誤りについては、平成19年度の実績報告時

から事務費徴収額算定表を作成のうえ添付するよう指導し、各

施設において整理させた。また、平成19年度より、実績報告書

提出前の３月末から４月初めにかけて各施設（今回は監査実施

以外の事務費対象８施設全て）について、実地調査を行い、事

監査委員公監査委員公告告
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務費の額に影響を与える部分を徹底的にチェックした。

４ 社会福祉法人大淀福祉会（補助団体）

茨 監査の結果

軽費老人ホーム事務費補助金の実績報告について、年間利用

人員数及び事務費実徴収額に誤っているものがあった。補助金

の実績報告に当たっては、十分な精査、チェックを行うこと。

（要望事項）

芋 講じた措置

事務費実徴収額の誤りについては、平成19年度の実績報告時

から事務費徴収額算定表を作成のうえ添付するよう指導し、各

施設において整理させた。また、平成19年度より、実績報告書

提出前の３月末から４月初めにかけて各施設（今回は監査実施

以外の事務費対象８施設全て）について、実地調査を行い、事

務費の額に影響を与える部分を徹底的にチェックした。月ごと

の利用人数等は、システム任せにせず、必ず数人でのチェック

体制を築き、一覧表作成のうえ確認を怠ることないよう指導し

た。

５ 医療法人同仁会谷口病院（補助団体）

茨 監査の結果

臼 精神障害者退院促進センター補助金の実績報告について、

同一スタッフで運営している地域生活支援センターの経費と

の区分がされておらず、総額が補助対象額として報告されて

いた。善処を要する。（指摘事項）

渦 補助対象経費について、人件費に係る規定や修繕費等に係

る完了確認に必要な書類の整備が不十分であった。また、補

助対象修繕費の支出が補助事業年度終了から大幅に遅れてい

た。留意を要する。（注意事項）

芋 講じた措置

臼 退院促進センターに要する経費と地域生活支援センターに

要する経費を明確に区分し、再度報告を行わせた。

渦 人件費に係る規定については、早急に整備するよう指導を

行い、平成20年度の指導監査時に状況を確認することとした。

また、修繕費を支出した場合は、実績報告時に「工事完了引

渡書」等の証拠書類及び領収書等支払を確認できる書類を添

付させることとした。

６ 社団法人宮崎県物産振興センター（補助団体）

茨 監査の結果

臼 県産品プロモーション強化事業費補助金に係る旅費につい

て、宿泊料の調整を誤り過払いとなっているものがあった。

善処を要する。（注意事項）

渦 県産品プロモーション強化事業費補助金で実施した物産展

において、出展企業に対する輸送料等の助成についての統一

した助成基準が定められていなかった。留意を要する。（注

意事項）

芋 講じた措置

臼 物産振興センターでは、監査指摘を受け、直ちに以後の処

理は県の旅費規程に基づいて適正な処理に改めたところであ

り、県では、適正に執行されていることを確認した。

渦 物産振興センターでは、物産展の出展に関する輸送料等の

助成については、今後は基準を定め適正に実施することとし

ており、県では適正な執行がなされるよう指導、監督に努め

る。

７ 宮崎商工会議所（補助団体）

茨 監査の結果

補助対象経費について、人件費の支出に伴う源泉徴収税等の

過徴収、未徴収、未納付等があったほか、預金残高確認に必要

な預金残高証明を徴していない等、経理及び決算事務が適切に

行われていなかった。また、給料、諸手当等に関する規程の改

正及び整備が行われていなかった。善処を要する。（指摘事項）

芋 講じた措置

臼 源泉徴収税等の過徴収、未徴収、未納付等について

日々の確認不足や、定期的な帳簿等との照合不足が原因で

あったため、契預り金の内訳を明確にする管理体制、形複数

職員によるチェック体制を確立するよう指導した結果、契に

関しては、小口現金帳を作成し、日々の現金管理を確実に行

う体制、形に関しては、担当、係員、管理者によるチェック

体制が整えられた。なお、平成17、18年度の預り金における

過徴収、未徴収、未納付については、すべて精算されたこと

を証拠書類で確認した。

渦 預金残高確認に必要な預金残高証明を徴していなかった点

について

平成18年度分は、徴して保管されていたことを確認した。

また、平成19年度分は、決算監査時に確認した。

嘘 給料、諸手当等に関する規程の改正及び整備が行われてい

なかった点について

諸規程の整備（平成20年4月1日付け改正）を確認した。県

の規程を準用する部分があるため、今後も、県の規程改正に

関する情報提供を行うとともに、指導監査等で諸規程の整備

状況を確認する。

８ 宮崎県商工会連合会（補助団体）

茨 監査の結果

宮崎県小規模事業経営支援事業費補助金の補助対象経費であ

る若手後継者等育成事業事務委託費について、委託契約書では

支払いは実績報告書の提出後に行うことになっているが、支払

いが実績報告書の提出前に行われているものが散見された。留

意を要する。（注意事項）

芋 講じた措置

当該指摘に関して契約事項等に基づいた運営の徹底を行うよ

う指導した。今後も指導監査等で実施状況を確認する。

９ 宮崎県農業会議（補助団体）

茨 監査の結果

補助対象経費の支出について、科目ごとに整理された支出伺、

支出命令が、補助金等がほぼ確定した後に遡って作成されてい

た。留意を要する。（注意事項）

芋 講じた措置

支出の都度、支出伺い等を作成・整理するよう支出事務の改

善を指導した。

10 財団法人宮崎県体育協会（補助団体）

茨 監査の結果

宮崎県体育振興費補助金について、補助対象事業として実施

した選手強化対策事業補助金に係る実績報告書を徴していない

ものがあった。留意を要する。（注意事項）

芋 講じた措置

体育協会の交付要項により、事業終了後30日以内に報告書を

提出することとしているものについて、交付団体から体育協会

への報告がなされていなかったものである。指摘のあった事項

については、直ちに補助金交付団体に、実績報告書に収支決算

書や成果報告書等を添えて提出させるように指導し、整備させ
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た。さらに、補助金交付に係る事務手続きが徹底されるよう交

付要項を見直すとともに、関係する競技団体に対して適正な事

務処理を徹底させるよう指導した。

11 財団法人宮崎県交通安全協会（補助団体）

茨 監査の結果

補助対象特別会計について、新公益法人会計基準において必

要とされる決算財務諸表の作成が不十分であった。また、人件

費に係る預り金等について、決算処理の一部に不適当なものが

見受けられた。善処を要する。（注意事項）

芋 講じた措置

補助対象特別会計に係る決算報告について、所定の財務諸表

を作成していなかったことについては、会計システムの見直し

を行い、平成19年度から新会計基準に定められたとおり作成す

るよう改善した。また、給与等については、必要額を特別会計

から預り金として一般会計に移し替えて会計処理を行っていた

ことから、平成20年度からは特別会計ごとに直接会計処理を行

うよう改善した。

12 財団法人宮崎県私学振興会（出資団体）

茨 監査の結果

決算財務諸表について、資産の計上等に不適当なものがあっ

た。留意を要する。（注意事項）

芋 講じた措置

指摘を受け、私学振興会を指導した。また、文化文教・国際

課が所管する別の２団体（社団法人宮崎県私立中学高等学校退

職金基金社団及び社団法人宮崎県私立幼稚園退職金社団）に対

しても、財務諸表の作成について留意するよう指導した。指導

の結果、財団法人宮崎県私学振興会から、平成20年５月30日に

開催された理事会において、県の監査において指摘されたこと、

その結果平成19年度の決算において適切な処理を行ったことが

報告され、文化文教・国際課としても実際に確認した。また、

その他の上記２団体の平成19年度の決算については、それぞれ

の理事会及び総会において、適正な処理が行われていたことを

確認した。

13 社会福祉法人宮崎県社会福祉協議会（出資団体）

茨 監査の結果

長寿社会推進センター運営確立事業費補助金等について、対

象事業以外に支出しているものがあった。善処を要する。（指

摘事項）

芋 講じた措置

宮崎県社会福祉協議会に対して指導を行い、平成19年度分に

ついて是正させるとともに、過年度分については、過去５年間

に遡り、対象事業以外に支出しているものについて、県に返還

させた。今後は、補助対象経費の明確化を図るなど、宮崎県社

会福祉協議会に対して指導を行い、補助事業の適正な執行に努

める。

14 社団法人宮崎県林業公社（出資団体）

茨 監査の結果

臼 林産物売買契約に伴う売払代金の収入について、経理規程

に基づく収入伺いが作成されていなかった。留意を要する。

（注意事項）

渦 宮崎県林業公社経営形態検討会議において存続させる方針

が決定されているところであるが、多額の借入金や欠損金を

有しているため、引き続き積極的な経営改善への努力が望ま

れる。（要望事項）

芋 講じた措置

臼 監査指摘後、公社では経理規程に基づき収入伺いを作成す

ることとした。県では、監査結果通知を受け、公社において

収入伺い様式が定められ平成20年４月から収入伺いを用いた

事務処理が行われていることを確認した。今後も引き続き、

経理規程に基いた適正な処理がなされるよう指導・監督に努

める。

渦 公社では、平成17年度から19年度までに取り組んだ抜本的

改革の成果や長期収支の見通しを踏まえ新たな経営計画を策

定したところであり、主伐や高齢級間伐による計画的な収入

確保等、平成20年度以降も引き続き経営改善に努めることと

している。県では、引き続き「林業公社改革推進協議会」に

おいて、経営改善が着実に図られるよう進行管理を行うとと

もに、森林の公益的機能の維持・増進など、森林に対する県

民の期待に十分応えられる公社となるよう指導・監督に努め

る。

15 財団法人宮崎県産業支援財団（出資団体）

茨 監査の結果

臼 決算財務諸表等について、新公益法人会計基準に基づく処

理となっていないものが見受けられた。また、備えるべき台

帳等が整備されていなかった。留意を要する。（注意事項）

渦 日々雇用職員について、予算執行の伺いが作成されていな

かった。留意を要する。（注意事項）

嘘 工事の発注について、業者の選定に偏りが見受けられた。

留意を要する。（注意事項）

唄 情報化支援活動基金等について、普通預金で運用されてい

る。運用についての明確な方針を作成し、定期預金や国債な

どの有利な方法での運用が望まれる。（要望事項）

芋 講じた措置

臼 産業支援財団では、監査法人等の指導も受けながら、平成

19年度決算では指摘事項について新公益法人会計基準に基づ

く適正な処理に改めるとともに、各種台帳の整備を行った。

県では、平成19年度決算での是正及び台帳の整備の状況を確

認した。

渦 産業支援財団が日々雇用職員を雇用する場合は、予算執行

の伺いを作成するよう改めたことを確認した。

嘘 産業支援財団では、工事の発注において、今後、業者の選

定に偏りがでることがないよう、発注の担当課ラインでの確

認に加え、総務担当部門におけるチェック機能を強化するこ

ととした。今後は、適正な工事発注が確保されているのかの

指導、監督に努める。

唄 産業支援財団では、基金等の運用についての監査結果を踏

まえ検討を行い、原則として国債や定期預金などの有利な方

法で活用するとの方針を立て、情報化支援活動基金等を平成

20年３月から国債と定期預金による運用を開始し改善を図っ

た。県では、基金等の運用の改善状況を確認した。

16 社団法人宮崎県農業振興公社（出資団体）

茨 監査の結果

臼 福利厚生費支出に一部不適切なものがあった。留意を要す

る。（指摘事項）

渦 公用の携帯電話について、使用状況についての確認がされ

ていなかった。留意を要する。（注意事項）

嘘 会計規程及び会計規程細則が不備なことにより、支出事務

の手続きの一部に留意を要するものがあった。（注意事項）
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唄 出張旅費について、支給額を誤り過払いとなっているもの

があった。善処を要する。（注意事項）

欝 平成18年度決算において、正味財産が減少している。今後、

組織統合による費用削減効果が期待される一方で、受託事業

の縮小廃止に伴い収益性の悪化が懸念されることから、積極

的な経営改善への努力が望まれる。（要望事項）

蔚 決算財務諸表について、評価及び引当等の計上等に不適当

なものが見受けられた。新公益法人会計基準に基づく適正な

評価及び引当等の計上並びに決算財務諸表の作成を行うよう

要望する。（要望事項）

芋 講じた措置

臼 指摘に係る支出については、平成19年度から行われていな

いが、県出資法人であることから、福利厚生費についても県

と同様に取り扱うよう指導を行った。

渦 事業現場で使用する公用の携帯電話については、月毎に使

用実績を確認するとともに定期的に通話先の確認を行うよう

指導を行った。

嘘 指摘のあった会計規程・規則を整備し、支出事務の改善を

図るよう指導を行った。

唄 指摘のあった過払い分については返納させるとともに、出

張方法等の事後確認を行うことにより適正な旅費の支出が図

られるよう指導を行った。

欝 公社の経営改善計画の見直し作業に県の関係各課も参画す

ることにより、幅広い視点での検討を行い、経営改善策を構

築することとしている。

蔚 専門家と相談を行う体制を整備するとともに国や社団法人

全国農地保有合理化協会とも協議を行いながら適正な決算財

務諸表が作成できるよう指導する。

17 社団法人宮崎県家畜改良事業団（出資団体）

茨 監査の結果

臼 会計事務の処理について、前々回の監査の指摘を受け、決

裁区分に関する「職務権限規程」を制定しているが、会計処

理の手続き等に関する規程が整備されていなかった。善処を

要する。（指摘事項）

渦 牛舎柵工事及びエアコン取替工事について、設計書、図面、

仕様書、完成届及び写真等の必要書類が整備されていなかっ

た。留意を要する。（指摘事項）

嘘 福利厚生費支出に一部不適切なものがあった。留意を要す

る。（指摘事項）

唄 ゴールデンウィーク及び年末年始における種雄牛の飼養管

理のための休日勤務について、給与規程に定めのない単価で

手当が支給されていた。善処を要する。（注意事項）

芋 講じた措置

臼 事務処理については概ね適正に処理されているが、一部規

程（会計規程）の整備が必要であることから、定期的な経営

指導を行う公認会計士の導入を検討するように指示した。

渦 施設及び備品等の整備について、関係書類の作成及び保管

等の整備を行うよう指示した。

嘘 指摘に係る支出については、県出資法人であることから、

福利厚生費についても、県と同様に取り扱うよう、平成20年

度以降の改善を指示した。

唄 給与規程等の見直しを行うよう指示した。

18 社団法人宮崎県畜産協会（出資団体）

茨 監査の結果

臼 地域養豚振興安定対策事業費補助金（管理指導事業費）に

ついて、一部に実際の支出を伴っていないものがあった。善

処を要する。（指摘事項）

渦 決算財務諸表について、会計、表及び科目の区分方法等に

不適当なものが見受けられた。新公益法人会計基準に基づき

適正な決算財務諸表の作成が望まれる。（要望事項）

嘘 職員の扶養、住居、通勤手当について、手当申請書類の様

式及び事実を証明する書類が事実を確認するには不十分であ

る。様式の整備等を行い、支給に当たっては事実の確認を十

分に行うことが望まれる。（要望事項）

芋 講じた措置

臼 監査で指摘のあった点については県に返還させた。また、

年度当初及び年度末調査時に、補助金の適切処理が行われる

よう指導を徹底した。

渦 平成18年度は、４団体（畜産会、肉用牛子牛価格安定基金

協会、家畜畜産物衛生指導協会、養豚会）の統合初年度であ

り、科目区分等が統一されていなかった。今後、公認会計士

等の指導を受け、適切な決算財務諸表作成ができないか検討

するよう指導した。

嘘 様式等の整備を行い、事実確認を行うよう指導した。

19 財団法人宮崎県水産振興協会（出資団体）

茨 監査の結果

臼 福利厚生費等の支出に一部不適切なものがあった。留意を

要する。（指摘事項）

渦 決算財務諸表について、収益・費用の事業別区分及び資産

等の評価・引当等の計上に不適当なものが見受けられた。ま

た、補助事業及び受託事業について、実績報告書額の記載内

容に不適当なものが見受けられた。善処を要する。（注意事

項）

嘘 事業計画策定や経営状況の把握に必要となる事業別の区分

経理及び原価計算が行われていない。留意を要する。（注意

事項）

唄 財務規程について、細則等が不備なことにより物品購入事

務で適切でないものがあった。細則等を整備して適切な事務

が望まれる。（要望事項）

芋 講じた措置

臼 指摘のあった支出については、県の出資法人であることか

ら、福利厚生費についても県と同様に取り扱うよう指導を行

い、平成19年度から当該支出を中止した。

渦 決算財務諸表については、監査の指摘を踏まえ、改善を図

るよう指導し、資産等の評価・引当等の計上については平成

19年度決算から改善されたが、収益・費用の事業別区分につ

いては、共通経費の按分方法等を含め検討が行われており、

引き続き改善を指導した。また、補助事業及び受託事業の実

績報告書額の記載についても監査の指摘を踏まえ改善を図る

よう指導した。

嘘 原価計算について、水産振興協会が平成16年10月に策定し

た中長期経営改善計画に基づき平成16年度から試算を行って

いることから、監査の指摘を踏まえ、生産リスクを考慮しな

がら早急に作業を進めるよう指導した。事業別の区分経理に

ついては、共通経費の按分方法等原価計算とも関連する事項

であることから原価計算の作業とともに検討を進めるよう指

導した。

唄 監査の指摘を踏まえ、早急に改善するよう指導し、物品購
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入等事務取扱要領の整備が図られた。

20 宮崎県土地開発公社（出資団体）

茨 監査の結果

決算財務諸表について、有価証券の評価等に不適当なものが

あった。善処を要する。（注意事項）

芋 講じた措置

上記注意事項については、土地開発公社において、平成19年

度会計から「その他有価証券」として処理することとし、また、

平成18年度に有価証券受取利息として計上した額は、平成19年

度において前期損益修正損として処理する措置が講じられたと

ころであり、県も適正であると確認している。

21 財団法人宮崎県建設技術推進機構（出資団体）

茨 監査の結果

臼 収入事務において、会計規程に則っていない事務処理及び

決算処理が行われていた。善処を要する。（注意事項）

渦 研修事業の実施にあたり、受講者から研修費を徴している

が、一部未納となっている。未納者が生じないよう、研修費

の納付方法等の改善が望まれる。（要望事項）

芋 講じた措置

臼 推進機構の収入事務において、会計規程に則った適切な事

務・決算が行われるよう必要な助言を行うとともに、改善措

置の内容を確認した。

渦 研修事業の納付方法について、受講料を事前納付とするな

ど必要な助言を行うとともに、改善措置の内容を確認した。

22 財団法人宮崎県暴力追放センター（出資団体）

茨 監査の結果

投資有価証券の評価及び売買に係る会計処理が不適切であり、

新公益法人会計基準に照らして決算の処理が適正でないものと

なっていた。善処を要する。（注意事項）

芋 講じた措置

投資有価証券（地方債）について、額面価格で評価し会計処

理を行っていたので、平成19年度分から、新公益法人会計基準

に基づき、償却原価法評価額により会計処理を行うよう改善し

た。

23 神楽酒造株式会社（県営国民宿舎高千穂荘指定管理者）

茨 監査の結果

臼 施設設備の維持及び保全に関する業務について、設備の法

定保守管理業務の一部未実施、保守点検の指摘事項への対応

の遅延及び維持管理業務日誌の未作成が見られた。留意を要

する。（指摘事項）

渦 県に提出する業務報告書及び事業報告書の内容について、

一部報告もれがあった。留意を要する。（注意事項）

嘘 公の施設の管理運営について、利用料金収入及び仕入れ品

等支出手続き並びに事務処理決裁等に関する手続きが規定化

されていない。収入支出及び事務処理決裁権限等に関する要

領等を整備して、事務処理及び責任の明確化とチェック体制

の確立を図ることを要望する。（要望事項）

芋 講じた措置

臼 法定点検未実施の危険物地下タンク設備について、早急に

検査を実施するよう指導し、検査が実施されたことを確認し

た。また、施設設備の法定点検チェックリスト及び維持管理

業務日誌を整備させ、管理体制を整えるとともに、点検時の

指摘事項等については、速やかに状況及び対処等について県

へ報告させることとした。

渦 業務報告書等については詳細を省略することなく報告する

ことを指導するとともに、管理運営上の問題等が発生した場

合は、速やかに原因及び改善策案を含めた報告を県へするよ

う指導した。

嘘 収入支出に係る事務手続き及び事務処理決裁権限等に関す

る要領を整備させ、事務手続きを明確にするとともに、チェ

ック体制の強化を図るよう指導した。

宮崎県選挙管理委員会告示第42号

個人演説会、政党演説会又は政党等演説会に使用できる施設とし

て市町村選挙管理委員会が指定した施設（平成18年宮崎県選挙管理

委員会告示第65号）の一部を次のように改正する。

平成20年10月16日

宮崎県選挙管理委員会委員長 若 友 慶 二

市町村の選挙管理委員会が指定した個人演説会等公営施設一覧中

「（平成20年８月８日現在）」を「（平成20年10月１日現在）」に

改め、

「

畑自治公民館 〃 大字広原4412番地 80

」

の次に、

「

宮崎市宮崎西地区交 〃 祇園１丁目49番地 300

流センター

」

を加え、

「

小林市中央地区体育 〃 大字細野 565番地の１ 700

館

」

及び、

「

小林市一本杉集会所 〃 大字細野2239番地の１ 250

」

を削り、

「

中川登集落センター 高千穂町大字三田井5844番地 130

」

の次に、

「

野方野ふれあい四季 〃 大字岩戸8047番地 200

彩館

」

を加え、

「

野方野集落センター 〃 大字岩戸7672番地２ 120

」

を削る。

選挙管理委員会告選挙管理委員会告示示
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収用委員会告収用委員会告示示
宮 崎 県 収 用 委 員 会 告 示 の 形 式 の 左 横 書 き の 実 施 に 関 す る 告 示 を こ

こ に 公 表 す る 。

平 成 二 十 年 十 月 十 六 日
宮 崎 県 収 用 委 員 会 会 長 野 蒼 義 弘

宮 崎 県 収 用 委 員 会 告 示 第 九 号

宮 崎 県 収 用 委 員 会 告 示 の 形 式 の 左 横 書 き の 実 施 に 関 す る 告 示

（ 趣 旨 ）

第 一 条 こ の 告 示 は 、 こ の 告 示 の 施 行 の 際 現 に 公 表 さ れ て い る 告 示

（ 縦 書 き の 形 式 を と っ て い る も の に 限 る 。 以 下 「 既 存 告 示 」 と い

う 。 ） の 形 式 を 左 横 書 き に 改 正 す る こ と 等 に 関 し 必 要 な 事 項 を 定

め る も の と す る 。

（ 形 式 の 変 更 ）

第 二 条 既 存 告 示 の 形 式 を 次 に 定 め る と こ ろ に よ り 左 横 書 き に 改 正

す る 。

一 既 存 告 示 に お け る 右 方 は こ の 告 示 に よ る 改 正 後 の 既 存 告 示 （

以 下 「 改 正 後 告 示 」 と い う 。 ） に お け る 上 方 と し 、 既 存 告 示 に

お け る 上 方 は 改 正 後 告 示 に お け る 左 方 と す る 。

二 改 正 後 告 示 に お け る 文 字 （ 符 号 を 含 む 。 以 下 同 じ 。 ） の 配 置

は 、 既 存 告 示 に お け る 文 字 の 配 置 と す る 。

（ 用 字 の 整 理 ）

第 三 条 既 存 告 示 中 次 の 表 の 上 覧 に 掲 げ る も の は 、 そ れ ぞ れ 同 表 の

下 欄 に 掲 げ る も の に 改 め る 。

一 条 の 番 号 に 用 い ら れ て い る 漢 ア ラ ビ ア 数 字

数 字

二 号 の 番 号 に 用 い ら れ て い る 漢 左 右 を 丸 括 弧 で 囲 ん だ ア

数 字 ラ ビ ア 数 字

三 漢 数 字 （ 一 の 項 及 び 二 の 項 に ア ラ ビ ア 数 字

定 め る も の を 除 く 。 ）

四 促 音 に 用 い る 「 つ 」 「 っ 」

２ 前 項 の 規 定 に よ る こ と が 適 当 で な い と 認 め ら れ る と き は 、 会 長

が 定 め る と こ ろ に よ る 。

（ 委 任 ）

第 四 条 こ の 告 示 に 定 め る も の の ほ か 、 こ の 告 示 の 施 行 に 関 し 必 要

な 事 項 は 、 会 長 が 別 に 定 め る 。

附 則

こ の 告 示 は 、 平 成 二 十 年 十 一 月 一 日 か ら 施 行 す る 。
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